職能資格制度規程

（目的）

第1条　この規程は、会社が従業員に期待する職務遂行能力の発揮度と伸長度により資格等級を区分し、これに基づいて従業員の公平な処遇を行うとともに、従業員自らの能力開発と人材育成を促進することを目的とする。

（適用の範囲）

第2条　この規程は、就業規則に定める従業員に適用する。ただし、嘱託についての取り扱いは別に定める。

（用語の定義）

第3条　この規程で用語の定義は、次のとおりとする。

（1）職務　各人に課される仕事の集りをいう。

（2）職能　職務を遂行するために必要な能力をいう。

（3）資格等級　従業員の職務遂行能力の範囲と程度を基準にして、従業員に共通に適用される区分。

（4）職掌　従業員が担当する職務を、その性質、種類、働き、目的などの類似性からまとめた区分。

（5）職群　従業員が担当する職務領域と、その中における長期的なキャリア開発を促進する区分。

（6）格付け　従業員を各人の能力に応じた資格等級に決定することをいう。

（7）昇格　従業員を現有の資格等級より上位の等級に格付けすることをいう。

（職能資格等級と職掌、職群の構成）

第4条　職能資格等級と職掌、職群は別表1のとおり定める。ただし、庶務社員の職能資格等級は、庶務社員1級、庶務社員2級とし、資格等級基準および職掌、職群は定めない。

（資格等級の区分）

第5条　一般職群を除き、職能資格等級は職能の伸長段階に応じて9等級に区分する。資格等級基準は別表2のとおり定める。

2　一般職群の職能資格等級は職能の伸長段階に応じて3等級に区分する。資格等級基準は別表3のとおり定める。

（職掌の区分）

第6条　職掌は職務分類に応じて10職掌に区分する。職掌区分基準は別表4のとおり定める。

（職群の区分）

第7条　職群は4職群に区分し、管理専門職群、総合職群、特定職群、一般職群とする。

（職能要件書）

第8条　職能要件書は職種ごとに果たすべき業務の内容と、要求される職務遂行能力の内容を資格等級別に整理し、基準化したものをいう。

2　職能要件書は職務調査を実施して作成するものとし、新規の事業展開、仕事の内容または方法の変更により必要に応じて改定する。

（職制との関連）

第9条　資格等級と職制の関連は次のとおりとする。なお、記載以外の職制については、そのつど決定する。

2　職制は、対応する資格等級もしくは上位等級に属する者の中から任命する。

（初任格付け）

第10条　新規に入社した者は、次のとおり資格等級を定める。

（1）定期学卒採用者は、原則として次のとおり格付けを行う。

①総合職群、特定職群採用者

大学院卒　　社員1級

大学卒　　　社員2級

②一般職群採用者

大学卒　　　一般社員3級ｂ

短大卒　　　一般社員3級ｂ

高校卒　　　一般社員3級ａ

（2）中途採用者は本人の属する職掌、職群、担当する業務および修得能力などを勘案して仮に格付けを行う。ただし、試用期間終了後本採用時に改めて格付けを見直すこととする。

（キャリア開発面接）

第11条　社員個々人のキャリアビジョンに基づく意思と能力、適性に応じ、配置転換、異動による効果的な人材育成と活用の実現を目指して、人事部とキャリア開発面接を行う。

2　キャリア開発面接は、原則として標準年齢24歳、27歳、30歳、34歳、39歳、44歳、49歳で実施する。

（昇格）

第12条　昇格は昇格候補者の中から、各資格等級の昇格要件を満たした者について行う。

（昇格要件）

第13条　昇格の基準となる職能の判定は、次の昇格要件により行う。

（1）必要経験年数

①各資格等級について、昇格するためには少くとも次の期間在級することを必要とする。

②一般職群から総合職群または特定職群へ職群転換した者が昇格する場合、転換前の資格等級と転換後の資格等級の経験年数を通算して判定するものとするが、少くとも転換後の資格等級に1年間在級することを必要とする。ただし、一般社員2級で4年以上の経験を有する者が、職群転換と同時に昇格する場合にはこの限りではない。

（2）人事評価

　同一等級における在級期間内において、一定水準の成績考課、情意考課、能力考課、業績考課の評価を得ることを必要とする。

（3）資格認定

　社員1級から主事補への昇格に際して、次の資格を取得している者を昇格の対象者とする。

①総合職群（ａまたはｂのいずれかの者）

ａ．別に定める資格取得支援制度第Ⅰ類資格ならびに、同第Ⅲ類または第Ⅳ類資格の内いずれか一つの資格を取得している者

ｂ．資格取得支援制度第Ⅱ類資格の内いずれか一つの資格を取得している者

②特定職群（ａ～ｃのいずれかの者）

ａ．資格取得支援制度第Ⅰ類資格ならびに、同第Ⅲ類または第Ⅳ類資格の内いずれか一つの資格を取得している者

ｂ．資格取得支援制度第Ⅱ類資格の内いずれか一つの資格を取得している者

ｃ．特定分野において昇格するにふさわしい高いスキルをもつものとして会社が認定した者

（4）昇任試験

　主事補から副主事への昇格に際して次のとおり行う。

①対象者

ａ．主事補で2年以上の経験を有する総合職群、特定職群である者の中から、所属長の推薦を受けた者

ｂ．主事補で2年目の者については、上記に加え人事部で選定を受けた者

②選考方法

　昇任試験は毎年1回（2月）、レポートおよび人事面接により行う。

（5）アセスメント

　主事から副参事への昇格に際して次のとおり行う。

①対象者

　主事で2年以上の経験を有する総合職群、特定職群である者の中から、所属長の推薦を受けた上、人事部で選定を受けた者

②選考方法

　アセスメントは毎年1回（2月）、論文、筆記試験または修得認定、加えて役員面接により行う。

（昇格の時期）

第14条　昇格は毎年4月1日付で行う。ただし、特別に必要があると認められた場合は臨時に昇格を行うことがある。

（職群の転換）

第15条　職群の転換試験を次のとおり行う。

（1）職群転換のルート

①一般職群から総合職群への転換

②一般職群から特定職群への転換

（2）対象者

①総合職群への転換は一般社員1級以上の宅建試験合格者

②特定職群への転換は一般社員2級以上の者

（3）選考方法

　職群の転換試験は毎年1回（1月）、本人の申し出による所属長の推薦をもって、筆記試験、レポート、人事面接および過去の人事評価により行う。

2　前項で定める職群転換のルート以外の職群転換については、会社の認定でこれを行う。

3　職群の転換は毎年4月1日付で行う。

（その他）

第16条　他の規程で特段の定めなく「社員1級（社員1級より上位の資格等級の表記も含む。）以下」と定められている場合には、一般職群の資格等級にある者を含めるものとする。

付則

（実施時期）

第1条　本規程は、平成○年4月1日から実施する。

（移行措置）

第2条　本規程改正に伴い、次のとおり移行措置を講ずる。

　全社員の職掌の発令は、平成○年4月1日付をもって行う。

















別表3　資格等級基準（一般職群）


一般社員1級�
熟練複雑定型業務�
一般的な指示に従い、実務知識と経験により、独立して熟練複雑定型業務を行う。�
�
一般社員2級�
熟練定型業務�
具体的な指示、指導と定められた手続に従い、一定の実務知識と経験により熟練定型業務を行う。�
�
一般社員3級�
定型業務�
具体的な指示、指導と定められた手続に従い、定型的な業務を行う。�
�
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別表4　職掌区分基準


1．管理専門職群


経営補佐職�
・広い視野に基づく高い人格、識見と豊かな知識を有し、経営戦略、経営方針などの策定に参画するとともに、担当部門の総合的組織管理、運営にあたる。


・ライン組織の長として、分掌された担当業務に権限と責任を有し、高度な意思決定能力を背景に、目標達成に向けて事業の執行を行う。�
�
管理職�
・高度な見識と深い知識を有し、部門方針、戦略の策定に参画するとともに、グループの年度目標の策定を行う。


・グループ目標の達成に向けて自らが先頭に立ち主体的に業務を遂行するとともに、高いレベルのリーダーシップを発揮して個人または組織に影響力を行使する。


・グループのビジョンを示し、部下が主体性、創造性をいかんなく発揮できる環境を整え、意欲を向上させることで目標達成に導くとともに、部下の能力開発をサポートする。�
�
上級担当職�
・幅広くかつ深い知識、能力、人脈に基づき、担当する業務について自らが極めて高い成果と業績への貢献を実現する。


・担当する分野において豊かな経験、実績に裏打ちされた高い専門性を備え、高い挑戦意欲をもって担当業務を強力に推進する。


・組織管理、部下の指導統括の任を負わないが、個人の高いノウハウを組織として継承できるよう、ノウハウの共有化や全社的な教育活動にも協力する。�
�
担当職�
・深い知識、能力、人脈に基づき、担当する業務について自らが高い成果と業績への貢献を実現する。


・担当する分野において経験、実績に裏打ちされた専門性を備え、高い挑戦意欲をもって担当業務を強力に推進する。


・組織管理、部下の指導統括の任を負わないが、個人の高いノウハウを組織として継承できるよう、ノウハウの共有化や全社的な教育活動にも協力する。�
�
上級専門職�
・特定の分野において、理論的基礎に基づく極めて高度かつ深い専門知識、専門技術を有し、高い付加価値を創造することにより、大きく業績へ貢献する。


・会社が発展する上で欠かすことのできないノウハウを身につけ、常に新しい技術、理論、手法に取り組み、社外における市場価値も極めて高い。


・社内における代替は極めて困難だが、そのノウハウの伝授や継承に労を惜しまず、社内における教育や同一分野を専門とする下級職の者の育成に取り組む。�
�
専門職�
・特定の分野において、理論的基礎に基づく高度かつ深い専門知識、専門技術を有し、高い付加価値を創造することにより、業績へ貢献する。


・会社が発展する上で欠かすことのできないノウハウを身につけ、常に新しい技術、理論、手法に取り組み、社外における市場価値も高い。


・社内における代替は困難だが、そのノウハウの伝授や継承に労を惜しまず、社内における教育や同一分野を専門とする下級職の者の育成に取り組む。�
�



2．総合職群


 総合職�
・幅広い知識、能力を前提に、自らの判断において業務を推進し、所属する組織目標の達成に貢献する。


・広範かつ異質の職務経験をもちながら、特定分野における専門性も兼ね備え、これを活用することにより付加価値を創造し、高い個人成果をあげる。


・下位等級者や人事異動により配属された未経験者に対して、積極的にノウハウの提供や指導に努める。


・将来は管理専門職群（管理職・担当職・専門職）に進むことを前提とする。�
�



3．特定職群


 専門職�
・特定の分野において、理論的基礎に基づく高度な専門知識、専門技術を有し、高い付加価値を創造することにより、組織目標の達成に貢献する。


・将来的に専門分野を担う人材として、会社が発展する上で欠かすことのできないノウハウの蓄積に努め、常に新しい技術、理論、手法に取り組み、社外における市場価値も高い。


・社内において代替性が低いノウハウを有していることから、所属の組織に限らず依頼や問い合わせも多いが、そのノウハウの活用、提供に労を惜しまず積極的に協力する。


・将来は管理専門職群専門職に進むことを前提とする。�
�
 特定職�
・特定の分野において習熟を重ね、深い業務知識や専門性に基づき、自らの判断において業務を推進し、所属する組織目標の達成に貢献する。


・特定の分野において、総合職とは異質のもしくは同等レベルの業務遂行能力を発揮し、付加価値を創造することにより、社内における価値は高い。


・担当する業務はそのほとんどが非定型業務で、企画、判断、折衝などの業務に取り組むほか、深い専門性を背景に定型業務の改善にも積極的に取り組む。


・将来は管理専門職群担当職に進むことを前提とする。


・転居を伴う勤務地の変更はない。�
�



4．一般職群 


 一般職�
・管理者の包括的指示の下で定型業務や判断の容易な非定型、応用業務を推進する。


・業務遂行の基盤となる各種のシステムについて、そのオペレーションを担当し、円滑に機能させることにより、組織に貢献する。


・業務に関する実務知識、実務能力と経験を有し、下位等級者や派遣社員などに対する指導にも積極的に取り組む。


・転居を伴う勤務地の変更はない。�
�









別表1　職能資格等級と職掌、職群の構成
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別表2　資格等級基準（一般職群を除く）


資格等級�
定　義�
�
参与・副参与�
統率・経営補佐業務�
広い視野に基づく高度な見識と豊かな知識を有し、経営戦略、経営方針などの策定に参画するとともに、全社的な視点に立ち、担当部門の総合的組織管理・運営にあたる。�
�
�
高度専任業務�
業務に関する卓越した知識と経験をもち、広い視野に基づき担当分野において複雑かつ上級な企画、開発、調査、営業などの業務を行い、自ら極めて高い成果をあげ、会社業績に大きく貢献する。�
�
�
高度専門業務�
特定の分野において、理論的基礎に基づく極めて高度かつ深い専門知識、専門技術を有するとともに、関連分野にも精通し、高度な専門業務の遂行を通じて極めて高い付加価値を創造する。�
�
参事�
上級管理業務�
広範囲、高度な見識と知識を有し、部門方針の策定に参画するとともに、これに基づいてグループまたはグループ相当に関する年度目標の設定と推進を行う。


また、担当部門の長を補佐し、組織管理・運営にもあたる。


部下の指導、育成を計画的に行い、その意欲を向上させる。�
�
�
上級専任業務�
業務に関するより深い知識と経験を有し、広い視野に基づき担当分野において複雑かつ上級な企画、開発、調査、営業などの業務を行い、自ら高い成果をあげ、会社業績に大きく貢献する。�
�
�
上級専門業務�
特定の分野において、理論的基礎に基づく高度かつ深い専門知識、専門技術を有するとともに、関連分野にも精通し、高度な専門業務の遂行を通じて高い付加価値を創造する。�
�
副参事�
管理業務�
高度な見識と知識を有し、部門方針の策定に参画するとともに、これに基づいてグループまたはグループ相当に関する年度目標の設定と推進を行う。


部下の指導、育成を計画的に行い、その意欲を向上させる。�
�
�
専任業務�
業務に関する深い知識と経験を有し、担当分野において複雑な企画、開発、調査、営業などの業務を行い、自ら高い成果をあげ、会社業績に貢献する。�
�
�
専門業務�
特定の分野において、理論的基礎に基づく高度かつ深い専門知識、専門技術を有し、高度な専門業務の遂行を通じて高い付加価値を創造する。�
�



主事�
上級企画・判断・指導業務�
部門方針に基づいて、グループまたはグループ相当に関する年度目標の設定に参画する。また、総括的な指示に従い、課長などの管理補佐（代行）にもあたる。


幅広い知識や豊富な経験を有し、高度な企画、判断、折衝業務を行い組織目標の達成に大きく貢献する。また、担当業務の遂行を通じて下級者に適切な影響力を行使する。�
�
�
専門業務�
特定の分野において、理論的基礎に基づく高度な専門知識、専門技術を有し、または、習熟を重ねることで深い業務知識や技術を有し、高い付加価値を創造することにより組織目標の達成に大きく貢献する。�
�
副主事�
企画・判断・


指導業務�
部門方針に基づいて、グループまたはグループ相当に関する年度目標の設定に参画する。また、一般的な指示に従い、課長などの管理補佐にもあたる。


業務に関する専門知識や経験を有し、企画、判断、折衝業務を行い組織目標の達成に貢献する。また、担当業務の遂行を通じて下級者に適切な影響力を行使する。�
�
�
専門業務�
特定の分野において、理論的基礎に基づく高度な専門知識、専門技術を有し、または、習熟を重ねることで深い業務知識や技術を有し、付加価値を創造することにより組織目標の達成に貢献する。�
�
主事補�
企画・判断業務�
一般的な指示に従い、業務に関する一定の専門知識や経験に基づいて企画、判断、折衝業務を行う。�
�
社員1級�
企画・判定業務�
一般的な指示と明確に定められた方針・計画に従い、実務知識と経験により、独立して判断の容易な企画・判定業務を行う。�
�
社員2級�
判定業務�
一般的な指示、指導と明確に定められた方針・計画に従い、一定の実務知識と一般知識により容易な判定業務を行う。�
�












